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表紙

上 記 の 事 項 に つ き ま し て は 、 法 令 お よ び 当 社 定 款 第 1 5 条

の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面

（ 電 子 提 供 措 置 事 項 記 載 書 面 ） へ の 記 載 を 省 略 し て お り ま す 。

第13回定時株主総会招集ご通知

（電子提供措置事項のうち交付書面省略事項）

その他株式に関する重要な事項

新 株 予 約 権 等 の 状 況

会 計 監 査 人 の 状 況

業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況

連結株主資本等変動計算書

連 　 結 　 注 　 記 　 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 　 別 　 注 　 記 　 表

連結計算書類に係る会計監査報告

計算書類に係る会計監査報告

監 査 役 会 の 監 査 報 告

（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

ロードスターキャピタル株式会社
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その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況

その他株式に関する重要な事項

 該当事項はありません。

新 株 予 約 権 の 名 称 第 2 回 新 株 予 約 権 第 6 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2016年12月27日 2020年5月15日

新 株 予 約 権 の 数 3個 25個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 12,000株
(新株予約権1個につき4,000株)

普通株式 25,000株
(新株予約権1個につき1,000株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

- -

新 株 予 約 権 の 行 使 に
際 し て 出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権1個当たり
1,852,000円

(1株当たり463円)

新株予約権1個当たり
604,000円

(1株当たり604円)

権 利 行 使 期 間
2018年12月28日から
2026年12月27日まで

2023年5月16日から
2030年5月15日まで

行 使 の 条 件 (注)1 (注)2

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数 3個
目的となる株式数 12,000株
保有者数 1名
　

新株予約権の数 25個
目的となる株式数 25,000株
保有者数 1名
　

新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

(注)1 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時において、当社の役職
員及び業務委託先(ただし、当社取締役会の決議にて認められた委託先に限る。)その他これに準ずる
地位(以下、「権利行使資格」という。)を保有していることといたします。ただし、任期満了による
退任、定年退職、又はその他権利行使資格を喪失した場合で当社取締役会の承認を得た場合はこの限
りではありません。

(2) 新株予約権者が、当会社の取締役会の事前の承諾なくして、他社の役職員に就任し、若しくは就任す

ることを承諾した場合又は当会社の事業と直接的若しくは間接的に競合する事業を営んだ場合には、

新株予約権者は新株予約権を行使することはできません。

(3) 新株予約権者に法令又は当会社の内部規律に対する重大な違反行為があった場合、新株予約権者は新

株予約権を行使することはできません。

(4) 新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することはできませ

ん。

(5) 新株予約権の1個を分割して行使することはできません。

(6) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによります。

－ 1 －
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その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況

(7) 2017年11月15日開催の取締役会決議により、2017年12月15日付で普通株式1株につき2株の株式分割、

2018年10月30日開催の取締役会決議により、2018年11月30日付で普通株式1株につき2株の株式分割を

行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使に

際して出資される財産の価額」が調整されております。

(8) 本新株予約権は、取締役就任前に付与されたものであります。

(注)2 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要します。ただし、任期満了による退任及び定年退職によりいずれの地位に

も該当しなくなった場合については、その地位に該当しなくなった時点から2年を経過した日または行

使期間の末日のいずれか早く到来する日において、新株予約権者は、未行使の本新株予約権全部を放

棄するものとします。また、その他の理由に基づき当社または当社関係会社の取締役、監査役または

従業員でなくなった場合について、新株予約権を行使する権利を保持することに正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではありません。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、その死亡時において新株予約権者本人が行

使しうる株式数を上限として新株予約権者死亡後6か月以内(ただし、行使期間の末日までとする。)に

限りこれを行使することができます。共同相続の場合は、共同相続人全員の協議によって定める代表

者1名によって、その死亡時において新株予約権者本人が行使しうる株式数を上限として新株予約権者

死亡後6か月以内(ただし、行使期間の末日までとする。)においてこれを行使することができるものと

します。なお、その相続人が死亡した場合、本新株予約権の再度の相続はできないものとします。

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

(4) 各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできません。

(5) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を 受ける者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによります。

(6) 本新株予約権は、取締役就任前に付与されたものであります。

－ 2 －
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その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況

新 株 予 約 権 の 名 称 第 1 0 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2024年6月20日

新 株 予 約 権 の 数 319個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 319,000株
(新株予約権1個につき1,000株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

－

新 株 予 約 権 の 行 使 に
際 し て 出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権1個当たり
2,780,000円

(1株当たり2,780円)

権 利 行 使 期 間
2027年6月21日から
2034年6月20日まで

行 使 の 条 件 (注)

使用人等への
交付状況

当 社 使 用 人
新株予約権の数 319個
目的となる株式数 319,000株
交付者数 61名
　

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

(注) 新株予約権の行使の条件
(1) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、執行役、監

査役(法改正によりこれらに類する地位が生じた場合はそれも含む。)または従業員であることを要しま
す。ただし、任期満了による退任及び定年退職によりいずれの地位にも該当しなくなった場合について
は、その地位に該当しなくなった時点から2年を経過した日または行使期間の末日のいずれか早く到来
する日において、新株予約権者は、未行使の本新株予約権全部を放棄するものとします。また、その他
の理由に基づき当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員でなくなった場合について、新
株予約権を行使する権利を保持することに正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りでは
ありません。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、その死亡時において新株予約権者本人が行

使しうる株式数を上限として新株予約権者死亡後6か月以内(ただし、行使期間の末日までとする。)に

限りこれを行使することができます。共同相続の場合は、共同相続人全員の協議によって定める代表

者1名によって、その死亡時において新株予約権者本人が行使しうる株式数を上限として新株予約権者

死亡後6か月以内(ただし、行使期間の末日までとする。)においてこれを行使することができるものと

します。なお、その相続人が死亡した場合、本新株予約権の再度の相続はできないものとします。

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

(4) 各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできません。

(5) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによります。

－ 3 －
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その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況

新 株 予 約 権 の 名 称 第 4 回 新 株 予 約 権 第 5 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2018年3月9日 2020年5月15日

新 株 予 約 権 の 数
(注)1

4個 40個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 8,000株
(新株予約権1個につき2,000株)

普通株式 40,000株
(新株予約権1個につき1,000株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権1個当たり
7,831円

新株予約権1個当たり
2,170円

新 株 予 約 権 の 行 使 に
際 し て 出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権1個当たり
2,456,000円

(1株当たり1,228円)
(注)3

権 利 行 使 期 間
2021年4月 1日から
2025年3月31日まで

2023年5月16日から
2030年5月15日まで

行 使 の 条 件 (注)2 (注)4

役 員 の
保 有 状 況

(注)1

取 締 役
(社外取締役を除く

－

　

新株予約権の数 40個
目的となる株式数 40,000株
保有者数 1名
　

新 株 予 約 権 の 名 称 第 7 回 新 株 予 約 権 第 9 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2022年6月15日 2024年6月20日

新 株 予 約 権 の 数
(注)1

120個 85個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 120,000株
(新株予約権1個につき1,000株)

普通株式 85,000株
(新株予約権1個につき1,000株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権1個当たり
13,360円

新株予約権1個当たり
5,840円

新 株 予 約 権 の 行 使 に
際 し て 出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

(注)5 (注)7

権 利 行 使 期 間
2025年6月16日から
2032年6月15日まで

2027年6月21日から
2034年6月20日まで

行 使 の 条 件 (注)6 (注)8

役 員 の
保 有 状 況

(注)1

取 締 役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数 120個
目的となる株式数 120,000株
保有者数 4名
　

新株予約権の数 80個
目的となる株式数 80,000株
保有者数 4名
　

監 査 役 －

　

新株予約権の数 5個
目的となる株式数 5,000株
保有者数 1名
　

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
当社役員、従業員等に交付された新株予約権等の重要な状況

(注)1 当事業年度の末日(2024年12月31日)における内容を記載しております。

－ 4 －
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その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況

(注)2 新株予約権の行使の条件
(1) 新株予約権者は、2018年12月期乃至2022年12月期のいずれかの事業年度において、有価証券報告書に

おける連結損益計算書上の売上高が15,000百万円を超過し、かつ営業利益が2,700百万円を超過した場
合に限り、割り当てられた本新株予約権を行使することができるものといたします。

(2) 上記(1)の判定において、国際財務報告基準の適用等により参照すべき売上高・営業利益等の概念に重

要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものといたします。

(3) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合は、この限りではありません。

(4) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めません。

(5) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

(6) 各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできません。

(7) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによります。

(8) 2018年10月30日開催の取締役会決議により、2018年11月30日付で普通株式1株につき2株の株式分割を

行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使に

際して出資される財産の価額」が調整されております。

(注)3 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権1個当たり権利行使価額　604,000円 (1株当たり604円)

但し、本新株予約権の発行後、剰余金の配当を実施した場合には、その都度、

次に定める算式をもって行使価額を調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×(時価－配当額)÷時価

(注)4 新株予約権の行使の条件

(1) 行使期間の初日から末日までのある暦月において、各取引日における東京証券取引所における当社の

普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日を除く。）が一度でも当該時点における本新株予

約権の行使価額に50％を乗じた価額を下回った場合、新株予約権者は、当該時点において残存する本

新株予約権の全てを行使期間の末日までに行使しなければならないものとします。ただし、次に掲げ

る場合はこの限りではありません。

(イ) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

(ロ) 当社が法令や東京証券取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこと

が判明した場合

(ハ) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他割当日において前提とされていた事情に大きな変更

が生じた場合

(ニ) その他、当社が新株予約権者の信頼を害すると客観的に認められる行為を行った場合

－ 5 －
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(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要します。

(3) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めません。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

(5) 各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできません。

(6) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによります。

(注)5 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権1個当たり権利行使価額　1,530,000円 (1株当たり1,530円)

但し、本新株予約権の発行後、剰余金の配当を実施した場合には、その都度、

次に定める算式をもって行使価額を調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×(時価－配当額)÷時価

(注)6 新株予約権の行使の条件

(1) 行使期間の初日から末日までのある暦月において、各取引日における東京証券取引所における当社の

普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日を除く。）が一度でも当該時点における本新株予

約権の行使価額に50％を乗じた価額を下回った場合、新株予約権者は、当該時点において残存する本

新株予約権の全てを行使期間の末日までに行使しなければならないものとします。ただし、次に掲げ

る場合はこの限りではありません。

(イ) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

(ロ) 当社が法令や東京証券取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこと

が判明した場合

(ハ) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他割当日において前提とされていた事情に大きな変更

が生じた場合

(ニ) その他、当社が新株予約権者の信頼を害すると客観的に認められる行為を行った場合

(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、執行役、

監査役(法改正によりこれらに類する地位が生じた場合はそれも含む。)または従業員であることを要

します。

(3) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めません。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

(5) 各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできません。

(6) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによります。
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その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況

(注)7 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権1個当たり権利行使価額　2,975,000円 (1株当たり2,975円)

但し、本新株予約権の発行後、剰余金の配当を実施した場合には、その都度、

次に定める算式をもって行使価額を調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×(時価－配当額)÷時価

(注)8 新株予約権の行使の条件

(1) 行使期間の初日から末日までのある暦月に各取引日における東京証券取引所における当社の普通株式

の普通取引の終値の平均値（終値のない日を除く。）が一度でも本新株予約権発行に係る取締役会決

議日の前取引日である2024年6月19日の東京証券取引所における当社株式の普通取引終値である金

2,780円に30％を乗じた価額を下回った場合、新株予約権者は、当該時点において残存する本新株予約

権の全てを行使期間の末日までに行使しなければならないものとします。ただし、次に掲げる場合は

この限りではありません。

(イ) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

(ロ) 当社が法令や東京証券取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこと

が判明した場合

(ハ) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他割当日において前提とされていた事情に大きな変更

が生じた場合

(ニ) その他、当社が新株予約権者の信頼を害すると客観的に認められる行為を行った場合

(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、執行役、

監査役(法改正によりこれらに類する地位が生じた場合はそれも含む。)または従業員であることを要

します。

(3) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めません。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

(5) 各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできません。

(6) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによります。
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

31

会計監査人の状況

①　名称　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

(注)1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係

る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠

などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい

て同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が

選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社は、業務の適正を確保するための体制として、「内部統制システム構築の基本方針」を定

めており、当該方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。当該方針の内容は以下

のとおりであります。

① 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

a. 取締役の職務の執行にかかる情報は、社内規程の定めの他、法令・定款に従い適切に保

管・管理する体制を構築しております。

b. 保管・管理されている情報は、取締役及び監査役から要請があった場合は適時閲覧可能

な状態を維持しております。

② 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

損失の危険の管理に関する体制は、社内外の情報が集まる取締役会において、リスクの認

識・評価・予防策・対応策の検討及び実施を行います。また、必要に応じて各部署の担当者

を取締役会に出席させ、リスクの識別と評価に関して報告を実施いたします。

③ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、原則毎月1回の定時取締役

会の開催の他、必要に応じて随時臨時取締役会を開催することにより、業務執行に関わ

る意思決定を行っております。

b. 業務執行に関しては、社内規程により権限と責任を定めており、必要に応じて随時見直

しを行っております。

④ 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

a. 当社においては取締役の職務執行を監督する取締役会及び監査する権限を持つ監査役会

を設置し、社外役員(社外取締役又は社外監査役)を選任することにより、取締役の職務

の執行について厳正な監視を行い、取締役の職務の執行が法令、定款及び社内規程に適

合することを確保しております。

b. 内部監査室を設置し、当社及び子会社も含めた当社グループ全体に対して法令、定款及

び社内規程の遵守状況の監査、問題点の指摘及び改善策の提案等を行っております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑤ 当社の子会社の取締役、従業員の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社の子会社の取締役として当社の取締役を兼任させることで職務執行の状況について随

時把握するとともに、当社の取締役会で子会社の職務執行の状況について当該取締役が報告

を行っております。

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

監査役会又は監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役を

補助する使用人として、必要な人員を配置しております。

⑦ 監査役を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役を補助する使用人の独立性を確保するために、監査役を補助する使用人の人事異

動、人事評価、懲戒に関しては、監査役会の同意を得るものとしております。

⑧ 監査役を補助する使用人に対する監査役からの指示の実効性の確保に関する事項

a. 監査役の業務を補助すべき使用人に対する指揮権は、監査役が指定する補助すべき期間

中は、監査役に移譲されるものとし、代表取締役の指揮命令は受けないものとしており

ます。

b. 前項の内容を当社の役員及び使用人に周知徹底しております。

⑨ 当社グループにおいて、取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査

役への報告に関する体制

a. 監査役及び社外監査役は、取締役会に出席して重要事項等の報告を受けております。

b. 当社グループにおいて、役員及び使用人は会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実

を発見したときは直ちに当社の監査役に報告するものとしております。

⑩ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制

a. 当社は、監査役に報告したことを理由として、当該報告を行った役員及び使用人に対し

いかなる不利な取り扱いを行ってはならないものとしております。

b. 前項の内容を当社の役員及び使用人に周知徹底しております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑪ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

a. 監査役は、必要に応じて弁護士、公認会計士、その他の外部専門家を活用し、費用を支

出する権限を有しております。

b. 監査役がその職務の執行について費用の支出の請求をしたときは、当該請求に係る費用

が監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、当社より速やかに支払

うものとしております。

⑫ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a. 代表取締役は、監査役と可能な限り会合を持ち、取締役会での業務報告とは別に会社運

営に関する意見交換ほか、意思疎通を図るものとしております。

b. 監査役は定期的に会計監査人、内部監査室と協議の場を設け、実効的な監査を行うため

の情報交換を行うものとしております。

⑬ 反社会的勢力を排除するための体制

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは決して関わりを

持たず、不当な要求に対しては外部弁護士や警察等とも連携し毅然とした姿勢で対応してお

ります。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初から、内部統制シ

ステムの整備及び運用状況について内部監査室を中心に継続的に監査を実施しており、代表取締

役にその内容を報告しております。また、監査の結果判明した問題点については、是正措置を講

じ、より適切な内部統制システムの構築・運用に努めております。

なお、当社の取締役会は、取締役7名で構成されており、その取締役会には取締役及び監査役

が出席して、各取締役から業務執行状況の報告が行われるとともに、重要事項の審議・決議を行

っております。

議場において社外取締役は、独立した立場から決議に加わるとともに、経営の監視・監督を行

っており、各監査役についても同様に経営の監査を行っております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2024年 1月 1日から
2024年12月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当連結会計年度期首残高 1,402 1,570 18,874 △2,885 18,961

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △863 － △863

自 己 株 式 の 取 得 － － － △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 － 100 － 61 161

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 6,871 － 6,871

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

－ － － － －

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

－ 100 6,007 61 6,169

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,402 1,670 24,882 △2,824 25,131

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 － － 331 - 19,293

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △863

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △0

自 己 株 式 の 処 分 － － － － 161

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － － 6,871

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

△44 △44 224 0 179

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

△44 △44 224 0 6,348

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △44 △44 555 0 25,642

連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)
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連結注記表

連結注記表

1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 10社

・主要な連結子会社の名称 ロードスターインベストメンツ株式会社

ロードスターファンディング株式会社

LD1合同会社

LD1合同会社を営業者とする匿名組合

LD2賢島合同会社

LD2熱海合同会社

LD2仙石原合同会社

LD2京都合同会社

LD2御代田合同会社

LD2宜野座合同会社

・連結範囲の変更 当期より、LD1合同会社を営業者とする匿名組合に匿名組合出資を行っ

たことにより、支配力基準により実質的に支配していると認められるた

め、LD1合同会社、LD1合同会社を営業者とする匿名組合及びその他6社

を連結の範囲に含めております。

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、LD1合同会社及びその他7社の決算日は10月31日であります。連結財務諸表の作成に当

たっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要取引については連結上必要な

調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用

しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

なお、匿名組合出資金については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方式によっております。
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ロ．デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ．棚卸資産

販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用

しております。なお、事業の用に供している販売用不動産及び賃貸中の販売用不動産については有形

固定資産に準じて減価償却を行っております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物(附属設備を除く)並びに2016年4月1日以降に取得した附

属設備については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は4年から8年であります。

ロ．無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間(5年)に基づいております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。

イ．コーポレートファンディング(不動産投資)事業

顧客との不動産売買契約に基づき保有物件の引き渡しを行う義務を負っております。

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該物件の引渡時点において収

益を認識しております。

ロ．コーポレートファンディング(ホテル運営)事業

運営委託先を通じて宿泊者に対する宿泊及び飲食等に関するサービス提供の履行義務を負っていま

す。

当該履行義務は、運営委託先が宿泊者へサービスを提供した時点で充足されるものであり、当該時点

において収益を認識しております。

ハ．アセットマネジメント事業

顧客とのアセットマネジメント契約に基づき運用資産の管理、賃貸等の運用及び資金調達等に係る業

務、運用資産の取得又は譲渡を行う運用に係る業務を提供する履行義務を負っております。

運用資産の管理、賃貸等の運用及び資金調達等に係る業務の履行義務は、アセットマネジメント契約

－ 14 －
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当連結会計年度

販売用不動産 81,527百万円

棚卸資産評価損（売上原価） －

に基づく役務提供を行った時点で充足されるものであり、当該契約期間にわたり収益を認識しておりま

す。

また、運用資産の取得又は譲渡を行う運用に係る業務の履行義務は、運用資産を受け入れ又は引き渡

される一時点で充足されるものであり、当該受入又は引渡時点において収益を認識しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は個々の資産の取得原価に算入しております。

繰延資産の処理方法

株式交付費・・・支出時に全額費用として処理しております。

2．表示方法の変更に関する注記

(連結損益計算書)

前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「受取配当金」(当連結会計年度は、0百万円)、

「受取保険金」(当連結会計年度は、0百万円)、「違約金収入」(当連結会計年度は、24百万円)は、金額

的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。

3．会計上の見積りに関する注記

販売用不動産の評価

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　正味売却価額が帳簿価額より下落している場合には、当該正味売却価額で測定し、帳簿価額との差

額を棚卸資産の評価損として認識しております。

　当社グループは、鑑定評価額等に、当社グループにおいて想定した賃料及び期待利回り等に基づく

将来の需要の変化等を考慮して正味売却価額を見積っております。

　インフレ及び金利の動向等により景気の先行きは変動しますが、当連結会計年度末で入手可能な外

部情報に基づく不動産市況が将来においても継続すると仮定して、棚卸資産の評価の見積りを行って

おります。なお、本連結会計年度において棚卸資産評価損の計上はありませんでした。
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販売用不動産 79,477百万円

1年内返済予定の長期借入金 8,137百万円

長期借入金 52,284百万円

計 60,422百万円

(うちノンリコースローン) (16,000百万円)

ノンリコースローン短期借入金 1,052百万円

ノンリコースローン長期借入金 16,000百万円

計 17,052百万円

販売用不動産 19,442百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 53百万円

当座貸越極度額 1,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 1,000百万円

普通株式 21,444,000株

　将来において不動産市場における需要の変化等、仮定の変化に伴い正味売却価額が低下した場合に

は、棚卸資産評価損を計上する等、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

4．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

③　ノンリコース債務

④　ノンリコースローン長期借入金に対応する資産

(3) 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。当座

貸越契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

－ 16 －
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決 議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額

1 株 当 た り
配 当 額

基 準 日
効 力
発 生 日

2024年
3月22日

定時株主総会
普通株式 863百万円 52.5円

2023年
12月31日

2024年
3月25日

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金 の
総 額

1 株 当 た り
配 当 額

基 準 日
効 力
発 生 日

2025年
3月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 1,159百万円 70.0円

2024年
12月31日

2025年
3月28日

普通株式 157,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的と

なる株式の種類及び数

6．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については、銀

行等の金融機関からの借入により資金を調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを

回避するために利用し、内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である営業貸付金は顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は主にその他有価証券であり、純投資目的で保有しているため、市場価格の変動リスクに

晒されております。その他は、非上場株式及び匿名組合出資金であるため市場価格変動リスクはありませ

んが、発行体の信用リスクに晒されております。

匿名組合出資預り金及び預り金の一部はクラウドファンディング事業において投資家が出資した金銭等

であり、流動性リスクに晒されております。

借入金は、主に不動産投資物件の取得のための調達を目的としたものであり、最終返済期日は、決算日

後で最長37年後であります。借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした取引であります。
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連結貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差 額

営 業 貸 付 金 9,781百万円 9,748 (32)

投 資 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券 256 256 －

長 期 借 入 金  ( * 5 ) (61,025) (61,025) 0

匿 名 組 合 出 資 預 り 金 (11,494) (11,461) (32)

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 156 156 －

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ. 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権については、顧客ごとの期日管理、残高管理及び担保となる不動産に根抵当権を設定するこ

とによりリスク低減を図っております。

投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握することにより管理しております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスク

はほとんどないと認識しております。

ロ. 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた管理規程に従い、担当部署が決裁担当

者の承認を得て行っております。

ハ. 金融負債に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

借入金については担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などに

より流動性リスクを管理しております。匿名組合出資預り金については匿名組合契約に基づき資金繰計

画を作成・更新するとともに、分別管理や手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま

す。

また、預り金のうち投資家が出資した金銭については、分別管理や手元流動性の維持などにより流動

性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動価格を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。
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区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券(非上場株式等) 10

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 256 - - 256

デリバティブ取引
金利関連 - 156 - 156

(*1) 負債に計上されている項目については、( )で表示しております。

(*2) 「現金及び預金」、「短期借入金」、「未払法人税等」については現金及び短期間で決済されるものであ

るため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*3) 預り金のうち投資家が出資した金銭については、投資家からの要求により随時投資家への返金が可能であ

り、その支払額は帳簿価額と一致し、その他の預り金については短期間で決済されるため、時価が帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*4) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。

(*5) 長期借入金は、1年内返済予定の長期借入金と長期借入金の合計額を記載しております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプット、観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル

に分類しております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：百万円)
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区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
営業貸付金 - 9,748 - 9,748
長期借入金 - 61,025 - 61,025
匿名組合出資預り金 - 11,461 - 11,461

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：百万円)

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル

１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しているため、レベル2の時

価に分類しております。

営業貸付金及び匿名組合出資預り金

これらの時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上

乗せした利率で割り引いた現在価値により算定、もしくは元金から貸倒見積高を控除した額を期末時

点のリスクフリーレートにて割り引いて算定しており、重要な観察できないインプットを用いている

場合にはレベル3の時価に、そうでない場合はレベル2の時価に分類しております。

長期借入金

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定しており、レベル2の時価に分類しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映

することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベ

ル2の時価に分類しております。
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報告セグメント

合計

不動産関連事業
コ ー ポ レ
ー ト フ ァ
ン デ ィ ン
グ(不動産
投資)

コ ー ポ レ
ー ト フ ァ
ン デ ィ ン
グ(不動産
賃貸)

コ ー ポ レ
ー ト フ ァ
ン デ ィ ン
グ(ホテル
運営)

ア セ ッ ト
マ ネ ジ メ
ント

ク ラ ウ ド
フ ァ ン デ
ィング

その他

顧客との契約
から生じる収益

27,970 189 1,655 1,192 － 10 31,017

その他の収益
(注)

－ 2,735 － － 657 11 3,404

外部顧客への
売上高

27,970 2,924 1,655 1,192 657 21 34,421

当連結会計年度
(2024年12月31日)

顧客との契約から生じた債権(期首) 99
顧客との契約から生じた債権(期末) 588
契約負債(期首) 598
契約負債(期末) 750

7．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

(注) 「その他の収益」には、主に、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号　2007年3月30日)に

基づく賃貸収入等、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく利息収入等が含まれてお

ります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関

する注記等　(4) 会計方針に関する事項　④　重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

当社グループの契約残高は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

(注)1. 当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは598

百万円であります。

2. 顧客との契約から生じた債権

顧客との契約から生じた債権は主にコーポレートファンディング(ホテル運営)事業にて認識

－ 21 －



2025/02/26 11:47:34 / 24202183_ロードスターキャピタル株式会社_招集通知

連結注記表

(1) 1株当たり純資産額 1,514円88銭

(2) 1株当たり当期純利益 416円73銭

された宿泊料等の未回収分であります。これらの債権の回収期間は主に1～2ヶ月以内でありま

す。

3. 契約負債

契約負債は主にコーポレートファンディング(不動産投資)事業において売買契約締結時に受

領する手付金であり、当社グループが契約に基づき履行した時点で収益に振り替えられます。

②　残存履行義務に配分した取引価格

当社グループに当初に予想される契約期間が1年超の重要な契約がないため、実務上の便法を使用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

8．1株当たり情報に関する注記

9．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

( 2024年 1月 1日から
2024年12月31日まで )

株　　　主　　　資　　　本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
資本準備金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,402 1,392 178 1,570 17,857 17,857 △2,885

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △863 △863 －

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △0

自 己 株 式 の 処 分 － － 100 100 － － 61

当 期 純 利 益 － － － － 6,249 6,249 －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

－ － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 100 100 5,385 5,385 61

当 期 末 残 高 1,402 1,392 278 1,670 23,243 23,243 △2,824

株 主 資 本 その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

純 資 産
合 計株 主 資 本

合 計

その他有価
証券評価差
額 金

その他の包
括利益累計
額 合 計

当 期 首 残 高 17,944 － － 331 18,276

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △863 － － － △863

自 己 株 式 の 取 得 △0 － － － △0

自 己 株 式 の 処 分 161 － － － 161

当 期 純 利 益 6,249 － － － 6,249

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

－ △44 △44 224 179

当 期 変 動 額 合 計 5,546 △44 △44 224 5,726

当 期 末 残 高 23,491 △44 △44 555 24,002

株主資本等変動計算書

(単位：百万円)
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個別注記表

個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②　関係会社出資金
　匿名組合出資金については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方式によっております。

③　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。
なお、匿名組合出資金については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方式によっております。

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法
デリバティブ
時価法を採用しております。

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産
個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用して

おります。なお、賃貸中の販売用不動産については有形固定資産に準じて減価償却を行っております。

(4) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物(附属設備を除く)並びに2016年4月1日以降に取得した附属
設備については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は4年から8年であります。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(5年)に基づいております。

(5) 引当金の計上基準
貸倒引当金
債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
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個別注記表

当事業年度

販売用不動産 62,085百万円

棚卸資産評価損（売上原価） －

販売用不動産 60,035百万円

1年内返済予定の長期借入金 8,137百万円
1年内返済予定の関係会社長期借入金 500百万円
長期借入金 36,284百万円

計 44,922百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 53百万円

充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。
コーポレートファンディング(不動産投資)事業
顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引き渡しを行う義務を負っております。
当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該物件の引渡時点において収益を

認識しております。

(7) その他計算書類の作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は個々の資産の取得原価に算入しております。

②　繰延資産の処理方法

株式交付費・・・支出時に全額費用として処理しております。

2．表示方法の変更に関する注記

損益計算書

前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「受取配当金」(当事業年度は、0百万円)、「受取保険

金」(当事業年度は、0百万円)は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しております。

3．会計上の見積りに関する注記

販売用不動産の評価

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「3.会計上の見積りに関する注記」の(2)に記載した内容と同一であります。

4．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
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個別注記表

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸
越契約を締結しております。当座貸越契約に基づく借入未実行残高は次の
とおりであります。

当座貸越極度額 1,000百万円
借入実行残高 －百万円

差引額 1,000百万円

短期金銭債権 104百万円
短期金銭債務 2百万円

営業取引以外の取引高 39百万円

普通株式 4,884,101株

繰延税金資産
販売用不動産 351百万円
未払事業税 99百万円
未払金 18百万円
支払手数料 43百万円
減価償却超過額 6百万円
資産除去債務 1百万円
役員株式報酬費用 11百万円
投資有価証券評価損 38百万円
その他有価証券評価差額金 19百万円

繰延税金資産合計 591百万円
繰延税金負債

匿名組合投資損益 9百万円
繰延税金負債合計 9百万円
繰延税金資産の純額 582百万円

(3) 当座貸越契約

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分したものを除く)

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

6．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

7．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

8．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表と同一であります。
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個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被所有 )割合

関連当事者との
関 係

取引内容
取 引 金 額
(百万円)

科 目
期 末 残 高
(百万円)

子 会 社
ロ ー ド ス タ ー
ファンディング
株 式 会 社

所有
直接　100.0％

資金貸借取引
役員の兼任

資金の借入
(注)3

830
1 年 内 返 済
予 定 の
関 係 会 社
長期借入金

500

資金の返済 680

事務手数料
及びアレン
ジメントフ
ィーの支払

2 － －

利息の支払 3 － －

資金の貸付 500
－ －

資金の回収 500

利息の受取 0 － －

子 会 社
ロ ー ド ス タ ー
インベストメンツ
株 式 会 社

所有
直接　100.0％

資金貸借取引
役員の兼任

資金の借入 850 関 係 会 社
短期借入金

850
資金の返済 300

事務手数料
及びアレン
ジメントフ
ィーの支払

8 － －

利息の支払 3 未 払 費 用 2

(1) 1株当たり純資産額 1,415円89銭
(2) 1株当たり当期純利益 378円97銭

9．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

(注) 1. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

一般の取引条件と同等に決定しております。
3. 当社が保有する販売用不動産を担保として提供しております。

10．1株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結会計監査報告

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 古川　譲二

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 田 　 裕

独立監査人の監査報告書
2025年2月13日

ロードスターキャピタル株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
東京事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ロードスターキャピタル株式会社の2024

年1月1日から2024年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、ロードスターキャピタル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。
以　上
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指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 古 川 譲 二

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 田 　 裕

独立監査人の監査報告書
2025年2月13日

ロードスターキャピタル株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ロードスターキャピタル株式会社の
2024年1月1日から2024年12月31日までの第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と
いう。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
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・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年1月1日から2024年12月31日までの第13期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと

おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画、職務の分担等に従い、取締役、内

部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内部監査室その他の使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。また子会社については、子会

社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から報告

を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため

に必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取

締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)につい

て、取締役及び内部監査室その他の使用人等からその構築及び運用の状況について定期的

に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための

体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(企業会

計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書

類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検

討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年2月18日

ロードスターキャピタル株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 田 中 　 宏 ㊞

社 外 監 査 役 上 埜 喜 章 ㊞

社 外 監 査 役 川 口 綾 子 ㊞
　

以　上
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